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はじめに 
  
21世紀は非営利セクター（以下NPO）の時代ともいわれるほど今日はNPOを地域開発
および地域住民の活性化のための重要なアクターとして認識されている。どの国において
も特に地域レベルの問題は当該住民が自発的に組織化し、処理してきているのは事実であ
る。しかし、近年は「開発」の名の下に人権、環境、開発、軍縮、平和、貧困などの問題
を地球規模の問題として認識され、地域や国の境界線を越えてそれらの問題に取り組む時
代になった。その一環として先進国のNPOが開発途上国の政府やNPOと連携して地球規模
の問題への対応に向けて様々な活動を実施してきている。 
本稿では先進国としての日本の特定非営利活動法人（以下NPO法人）とネパールを拠
点に活動をしている国際NGO（以下INGO）、そして開発途上国としてのネパールの社会
組織であるローカルNGO（以下LNGO）と伝統的な相互互助組織（以下GUTHI）に焦点を
当てる。ネパールは開発途上国の中でも最貧国の仲間であり、日本をはじめ諸先進国の
INGOによって開発援助を受けている。1990年の民主化後、改正された憲法によりネパー
ルにおいて組合や組織を作る自由が確認され、ネパールのNPOにとって有利な環境が整っ
た。従って、その後ネパール国内にLNGOが急速に増加した。それに平行してネパールを
拠点に活動するINGOも増加した。だがその増加は必ずしも地域開発の問題が緩和したとい
うことを意味しない。INGOを通して巨額な支援金がネパールに投入されているが、対象住
民よりもLNGOの関係者が恵まれる事態が顕著になっている。本稿ではこの事態を招く原
因の一つとして考えられる日本とネパールの法制度について比較検討してみたい。社会開
発の担い手としてGUTHIの重要性を示すためにもGUTHI関連法制度およびネパールで現
在起きている「NGOブーム」によってLNGOの組織登録ラッシュという事実を踏まえて伝
統的なGUTHIを比較する必要がある。 
ネパールの非営利セクターに関する研究は数多く存在する。定松（2004）が日本の
INGOがネパールで少数民族の人権を主張する運動をどう支援してきたかについて具体的
に紹介している。このような団体の活動を時系列的に論じている著書が数多く出版されて
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いる。また、GUTHIはもともとネワール民族特有の組織形態であり、ネワール民族の社会
研究において欠かせない要素となっている。石井（1980）やGellner（1995）やGerald Toffin
（2007）などネワール民族の研究において著名な研究者は各々の著書にGUTHIについて詳
述している。これらの先駆的な研究においてもGUTHIの当該社会開発における役割は認め
られている。しかし、その中でGUTHI関連法制度についての記述はむしろ薄く、GUTHI
の重要性を強く訴えられていないといえる。 
本研究は、主に先行研究の下にまとめあげたものである。そして、2008年10月17日か
ら2009年1月4日までネパールのラリトプール郡に滞在し収集した現地調査によるデーター
も活用している。本稿の構成として、まずNPOの概要を提示し、日本とネパールのNPOを
簡潔に紹介する。そして、日本とネパールのNPO関連法制度を概観し、その特徴を考察す
る。その後、事例として日本の千葉県におけるNPO法人登録およびネパールにおけるLNGO
とINGOとGUTHIの登録の流れを紹介する。そして、紹介した事例から日本とネパールの
NPOの差異とNPO関連法制度の違いを分析する。最後に、日本とネパールのNPOの関係を
掘り出し、各々の国の法制度の問題点を明らかにし、これからの展望を示す。 
 
第 1 章 非営利セクターの概要 
  
レスター・サラモン（1994）が「民間非営利セクター」（NPO）という用語は、「民
間の法人組織でありながら、保健、教育、化学の進歩、社会福祉、多元的な価値観の促進
といった公共の目的を追求する機関の集合体」として使っている（サラモン、1994：20）。
NPO の特徴として、公式に設立された民間機関で、自主管理を行い、利益配分を行わな
い、有志によるもので、公共の利益を追求するものを挙げている。 
NPO とは規模の小さいものから大規模なものまで、また公益性＝他益性の高い団体
から「共益性」の高い団体まで含む非常に大きな概念である（山岡、1999：3）。NPO は
営利を目的としてはいけないと考えがちだが、利益を得ることもできないことではなく、
得られた利益を構成員が配分してはいけないことを意味するのである。本稿においてこの
大きな概念の中から NPO として開発に携わる日本の NPO 法人および INGO とネパール
の LNGO および合法的な INGO と伝統的な GUTHI に限定する。 
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第 1 節 日本の非営利セクター 
日本では NPO は他益性を持つものと共益性を持つものがある。1998 年まで、日本の
NPO のほとんどは任意団体で、ごく一部だけが財団法人、社団法人、社会福祉法人、学
校法人、宗教法人などの法人格を有していた。このような法人格を取得するのに多額の資
金および主務官庁の認可や監督が前提だった。財団法人を設立するには主務官庁の許可、
複雑な手続きと億単位の資金が必要である。社団法人の場合も、主務官庁の許可、複雑な
手続きと毎年 3000 万円から 4000 万円くらいの会費を納める正会員が必要である（山岡、
1999：18)。このように様々な条件があって、簡単に財団法人や社団法人を設立できない
のである。1999 年 3 月 19 日に NPO 法が衆院本議会において全会一致で可決された。こ
こでは NPO 活動として 17 種の活動が定められた。その活動を目的とする組織が、10 人
以上のメンバーと規約さえあれば公益法人以外の NPO でも比較的に簡単に NPO 法人の
資格を取得できるようになり、そのため主務官庁も不要となった。以後、法人格を取得す
る団体は増加している。内閣府のホームページによるとこれまでに登録された NGO や
NPO は 37,562 団体（2009 年 5 月 31 日現在認証済）にのぼっている。 
日本の INGOの設立数を 5年ごとにみると表１の
とおりになる。（JANIC、1996）INGO の数は 60 年
代のわずか 13 団体から年々急増していることがわか
る。1990年代に入り、5年間に最も多く143団体が増
加した。これらの団体の活動内容は時代の流れと共に
変わってきている。 
日本の INGO による国際協力活動は、日中戦争時
1938 年から始まったとされる。その後、このグループ
の意志を継いだ人々（主にキリスト教徒）は、1960
年に（社）日本キリスト教海外協力会（JOCS）を設
立した（JANIC 2004）。1960 年代から 1970 年代の間に設立された INGO の多くはキリ
スト教の影響を受けている｡1970 年に入って宗教に無関係の新しい参加者層が現れ始めた
i。70 年代末頃に一連のインドシナ難民問題を契機として､その後 INGO の数は増加した。
1979～1980 年代にできた INGO はいずれも難民救援活動を目的にしていたii
（JANIC,2004:xiv）。 
1980 年代より難民救済に加えてアジアやアフリカの貧しい子供たちへの支援、開発教
表 1：設立年代別団体数 
 
設立された 
NGOの数 
NGO数 
累計 
1960 年代前半 3 9 
1960 年代後半 4 13 
1970 年代前半 11 24 
1970 年代後半 22 46 
1980 年代前半 46 92 
1980 年代後半 86 178 
1990 年代前半 143 321 
出所：JANIC『データブック』、1996 
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育の普及を試みる活動iiiなど新しい展開になった。1980 年代後期に入り、外国人労働者へ
の支援を目的とする ICNGOiv、 NGO 間のネットワーク化を目的とする ICNGOv、開発
途上国の社会の底辺にいる人々の立場からアドボカシーを行う団体vi等が誕生した。1990
年代には ICNGO 自らが、大学関係者等の参加を得て、課題をより明確にした新たなタイ
プのネットワーク組織viiを作るなどの動きがあった（JANIC,2004:xiv）。 
JANIC ホームページにて 2009 年 6 月 25 日現在、365 団体が公開されている。この
数字は 14 年間にわずか 44 団体しか増加していないことを示している。JANIC の『国際
協力 NGO ダイレクトリー：2004』と日本ネパール国交樹立 50 周年記念協力会の『ネパ
ール活動団体ディレクトリー』2006viiiを照らし合わせるとネパールを活動対象国としてい
る INGO は 39 団体もある。そのうち NPO 法人は 14 団体、財団法人は 3 団体、社団法人
は 3 団体、法人格のない団体は 19 団体がある。 
 
第 2 節 ネパールの非営利セクター 
ネパールのどの法規にも「NPO」に関する明確な定義はなく、LNGO 等日本の NPO
法人に相当する組織を一般的に「社会組織」と呼ばれる。ネパール社会福祉評議会（以下
SWC）によると LNGO の定義は、「非営利・非宗教的・非政治的な社会福祉活動を目的
として設立されたネパールの団体のうち、郡行政事務所（District Administration Office : 
以下 DAO）に登録された団体」である。（NGO-JICA ジャパン・デスク（ネパール）、
2005：106） 
ネパールにおいて社会奉仕活動をはじめとする近代的なNPO活動は19世紀に繁盛し
た。20世紀初期に民間による学校の設立が始まり、1927年にTulsi Meher Shrestha氏が
初の LNGO を設立したix。しかし、Tulsi Meher Shrestha 氏の活動は当時の独裁政権を
握っていたラナ家より「慈善活動に見せかけた反体制活動」として迫害され同氏を国外追
放された。1930年代にKhagendra Bahadur Basnet 氏による身体障害者のための組織や
1940 年代に Dayabir Singh Kansakar 氏による医療センター等も設立された。 
1951 年にラナ独裁政権が終焉を向かえ、しばらくして 1961 年から 1990 年まで続い
た政党無しのパンチャヤット体制xにおいて政府はネパール社会を強力に制御した。その
結果、社会組織の発展も衰退した。1970 年代に入りネパール政府は同体制を通じた開発
への参加を国民に呼びかけ、全国的に LNGO が設立され、INGO もこの時期に徐々に進
出してきた。同体制が施行中、LNGO の数は 1960 年の 10 団体から 1987 年に 37 団体ま
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で増加した。NPO の制度化における国民の関心を部分的に承認し、ネパール国議会が組
織登録法、1977 を制定した。この法は、社会、宗教、文化、科学、教育、知的、身体的、
経済的、専門的、慈善の活動を行う組織、いずれも地域住民のためにサービスを提供し、
かつ利益を生むことを目的としない条件で設立することができると認めた。 
その後、政府は Social Services National Coordination Council Act（社会サービス国
家調整委員会法：SSNCC Act）、1977 の下に独立した法令で定めた Social Welfare 
National Coordination Council（社会福祉国家調整委員会：SWNCC）を設立した。
SWNCC は外国の援助団体を監督していた。当時の女王 Aishworya Rajya Laxmi Devi 
Shahが SWNCCの代表であり、ネパール国内に活動している INGOは王室より管理監督
していた。政府の許可無しに開発活動に携わることは不法扱いにされていた。1992 年に、
議会は社会開発・福祉活動に参加する団体の規定を整理した社会福祉法を制定し、その事
務局として従来の SSNCC を改め SWC を確立した。SWC は INGO が直接事業合意書を
交わした関連省庁と連携し、INGO に対する活動許可を与え、その活動をモニタリング、
評価する機能が与えられた。 
1991 年の新憲法制定前の約 40 年間は、ネパールにおける海外援助は政府の基金を通
してのみ流れていた。それによって海外援助についての情報は政府のみに行き届き、援助
活動は政府が管理監督していた。しかし 1991 年以後はネパールにおいて海外援助は
LNGO を通して行われることも可能になった。ところが、いくつかの厳しい規定は残っ
たままである。開発活動を希望する団体は DAO から許可を得なければならない。従来の
手続きを大幅に簡素化したが、LNGO はその所在地の DAO での登録が必要とし、また毎
年更新しなければならなくなった。「海外のドナーや
INGOから直接援助を受けているLNGOはDAOに加え
て SWC にも登録しなければならなくなり、毎年公認会
計士協会所属の公認会計士による監査報告書とともに年
間決算報告書、事業報告書を提出しなければ許可を取り
消されることになった」(NGO-JICA ジャパン・デスク
(ネパール)、2005：42)。 
SWC から認可を得た LNGO の活動分野は、表 2 の
通りである。2006 年 11 月現在、政府登録をしている
LNGO の数は 3 万以上。そのうち SWC の認可を得て外
表 2：SWC が認可した 
      LNGO の活動分野 
活動分野 割合 
地域開発 55％ 
青少年サービス 19％ 
女性サービス 9％ 
環境保護 6％ 
その他 11％ 
合計 100％ 
（出典：NGO-JICAジャパン・デスク
（ネパール）、2005） 
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国からの資金援助により活動を行っている団体数は 20,913 に上る。SWC のまとめでは、
2007 年 11 月 7 日現在 INGO 登録数は 185 団体である（SWC ホームページより）。その
うち日本の団体は 16 を数える。JANIC まとめの NGO ダイレクトリーに記名されている
ネパール関連 INGO の内 5 団体しかネパール政府に INGO 登録をしていない。 
 
第２章 非営利セクター関連法制度 
  
本稿では非営利セクター関連の法制度の特徴を日本とネパールとで個別に紹介する。 
 
第 1 節 日本の法制度 
  日本の民法で第三十三条と第三十四条に法人に関する規定を定め、従来の非営利法人
制度の体系は公益法人と定め、これを主務官庁ごとに許可・監督するとともに、分野ごと
にそれぞれの官庁が必要に応じて特別法を定めるとしている。民法の下に日本において
NPO を取りまとめる法制度として特定非営利活動促進法（NPO 法）がある。  
 
１）特定非営利活動促進法（NPO 法） 
  NPO法はNPO活動を行う団体に法人格を付与することにより、ボランティア活動を
はじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての NPO 活動の健全な発展を促進し、
もって公益の増進に寄与することを目的とする。この法律に基づいて、NPO 法人になれ
る団体は、次のような要件を満たすことが必要である。 
  ①特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること；②営利を目的としないもので
あること；③社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと；③役員のうち報酬
を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であること；④宗教活動や政治活動を主たる
目的とするものでないこと；⑤特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反
対することを目的とするものでないこと；⑥暴力団又は暴力団若しくはその構成員若しく
はその構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者の統制の下にある団体でないこと；
⑦10 人以上の社員を有するものであること；⑧不特定かつ多数のものの利益の増進に寄
与することを目的とするものであること（内閣府 NPO ホームページより）。 
  NPO 法には NPO 活動として 17 種類xiの活動分野を定めてある。17 活動分野に限ら
れるとは言え、NPO 法は柔軟な制度といえる。また、特別法の数は 100 以上ある。たと
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えば、社会福祉事業を行おうと思えば社会福祉事業法（厚生省）、学校教育を行おうと思
えば私立学校法(文部省)というように、分野ごとに法人制度をつくってきた。NPO 法は、
分野間の壁を取払い、全部ひっくるめて NPO 活動というものを対象とした法人制度であ
る。NPO 法人の登録にあたって以下の書類が必要である。 
  ①申請書；②定款；③役員名簿；④就任承諾書及び宣誓書；⑤役員の住所又は居所を
証する書面；⑥社員のうち 10 人以上の者の名簿；⑦確認書；⑧設立趣旨書；⑨設立につ
いての意思の決定を証する議事録；⑩設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書；
⑪設立当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算書 
  NPO 法人は毎事業年度終了後以下の書類を提出しなければならない。 
 ①事業報告書等提出書；②事業報告書；③財産目録；④貸借対照表；⑤収支計算書；⑥
前事業年度の役員名簿；⑦前事業年度の社員のうち 10 人以上の者の名簿；⑧記載事項に
変更があった定款（変更があった場合）；⑨定款の変更にかかる認証に関する書類の写し
（当該定款の変更の認証があった場合）；⑩定款の変更にかかる登記に関する書類の写し
（登記事項に変更があった場合）（出典：千葉県 NPO 情報ネット HP より） 
  日本で NPO 法人の申請及び更新のために数多くの書類の提出が必要である。 
 
第 2 項 ネパールにおける NGO 関連法制度 
  ネパール国の昔の法律上の構造は、基本的に土着の価値観や教義上の活動に基づいて
発展された。市民法典と犯罪法典が統合された形で 1854 年に発布された Muluki Ain 
1854 は、ヨーロッパ大陸の法律に影響され、ネパール国の法制度の構造に新しい方向を
与えた。ネパールにおいて NPO の歴史は宗教や社会的地位と強く結びついている。ラナ
独裁政権下の時代から NIJI GUTHI(私的 GUTHI)が勢いをつけ、多くの土地は宗教的儀
礼や社会福祉活動を実行するうえで必要な資金を調達するために GUTHI に譲与されたxii。
Muluki Ain によって、他国において市民による GUTHIの設立を制限されたxiii。1854年
の Muluki Ain は 1863 年に廃止され、Muluki Ain 1863 に取り替えられた。 
  ネパールの法律では NPO という言葉は定められていないが、多くの個人や社会組織
はリターンあるいは個人利益を期待しないで社会福祉サービスを提供することを示す場合
が多い。ネパールにおいて NPO 関連の法制度として組織登録法と社会福祉法がある。 
 
 
－ 37 －
１）組織登録法、1977（Sanstha Darta Ain、2034 BS） 
  これは一般的な法律で、社会的、宗教的、文芸的、文化的、科学的、教育的、知的、
理論的、身体的、経済的、専門的、そして慈善的活動を実施するために設立される協会、
組合、地元クラブ、グループ評議会、研究センター、友好組織等の登録、設立、運用およ
び管理を直接的に統括する。この法は直接的に NPO であることを要求しないが、その他
の関連法は特定の状況において NPO に税制優遇の措置を与える。この法はまた、他の法
律が特定の登録を認めたら、そのような組織に関してこの法は適用しない。申請者は他の
該当法律に従わなければならないと定めている。その他の関連した法律は、専門家組織や
GUTHI や協同組合運動を管理する。 
  7人以上の国民が揃えてLNGOを登録することができる。そのために組織の名称、目
的、役員の名義及び住所、活動資金の出所と事務所の連絡先住所を記入した申請書を該当
する DAO に提出しなければならない。通常、複数の郡で事業を行う場合はカトマンズの
DAOで、また特定の郡での活動に限られる場合はその郡のDAOで登録することになる。  
 この法によって LNGO を登録するには以下の書類が必要である。 
①理事となるみんなのネパール住民票；②定款 4 部；③申請書 2 部 
 1 週間前後で登録手続きが終了する。 
 更新手続の際は以下の書類が必要である。 
  ①更新申請書；②年間決算報告書；③年間事業報告書；④公認会計士による監査報告
書；⑤現行の理事全員の名簿；⑥他に必要な文章 
全部そろえば 1 日で更新手続が終了する。  
 
２）社会福祉法,1992（Social Welfare Act、2049 BS） 
  この法律は、Social Services National Coordination Council Act、1977 を無効にし
たうえでそれを取り替えたものである。この法が NPO の活動を「社会福祉事業」と定義
し、恵まれない人々の福祉のためにサービスを提供し、そして不利な状況におかれている
人々あるいはグループの社会経済発展に社会活動を向けられると定められた。この法によ
り SWC が確立され、社会福祉担当大臣がその代表を務めるという大きな変化があった。 
  この法自体が LNGO の登録または設立を統括するのではなく、LNGO によって実行
される社会福祉活動をコーディネートすることを目的としている。組織登録法 1977 によ
って登録されたLNGOのSWCへの登録は義務ではないが、それによって税制優遇等の措
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置が与えられ、ローカル及び海外のドナーとアクセスができる。この法はネパール政府な
いし外国政府や国際機関や外国ドナーまたは個人から援助をもらおうとするすべての
LNGO はその援助資金の活動目的など詳細を記入し提出をしたうえで SWC から許可を求
めることを義務づけられている。この法によって SWC に認可された LNGO は、会計年
度終了後 6 ヶ月以内に、事業と活動の詳細な報告と共に、会計監査報告書を SWC に提出
しなければならない。 
  SWC において LNGO の認可を受けるために①所定の申請書；②DAO から得られた
登録書のコピー；③定款のコピー1部が必要である。SWCによるNGO認可を得たLNGO
は、SWC に毎年報告書を提出する必要がある。その際①更新された NGO 登録証明書；
②年間活動報告書；③年間会計報告書が必要である 
 
第 3 節 INGO がネパールで活動を実施するための法的根拠 
  ネパールの社会福祉法には、ネパール国内において活動を希望するすべての INGO
は、活動を開始する前に SWC から「許可xiv」を得ることが義務づけられている。このこ
とにより、その INGO はネパール国内で援助活動を行うにあったっての法的根拠を得る
ことができ、ネパール政府は外国人駐在員 1 名とその家族に対してノンツーリストビザxv
の発給、輸入品に関する免税など優遇措置を提供する。ビザの件は活動するにあたって大
きな影響を及ぼすことがある。許可と契約書について、申請書を提出しなければならない。
そして申請書を受理した後、SWC は三ヶ月以内に決定を下し許可を与えることができる。 
許可を与えられた INGO は、ネパール国内に活動を実施する前に、SWC との契約書を締
結する必用がある。 
  一般協定書は、ネパール国内での活動を希望する INGO に対する一般的な活動許可
証である。事業合意書は、すでに一般協定書を締結した ICNGO が実施を希望する個々の
事業に関する SWC との合意書で、具体的な事業目的・地域・活動内容・活動予算、手法、
駐在員以外にビザを要する外国人専門家の数、免税措置希望物品などがここで合意される。
SWC からネパールに活動するにあたっての条件などが指導される。事業合意書の有効期
間は、最初は 2 年で、更新後その署名日から一般協定書の有効期限までで、通常５年を越
えない。活動予算によって手続きの違いがある。 
  年間のネパール国内の事業予算（外国人の人件費を除く）が 50,000 米ドル以上の
INGO の場合は、SWC を始めとする関係各省庁は、本国での団体としての法的根拠やそ
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の設立趣旨を審査し、その団体のネパールにおける援助活動に問題がない場合はそれを許
可し、一般協定書が SWC と INGO の間で締結される。その後事業合意書を締結すること
になる。一方で、年間のネパール事業予算（外国人の人件費を除く）が 50,000 米ドル以
下の INGO の場合は、実際には一般協定書締結の許可が財務省から出ない。これらの
INGO は、合法的xviに活動している LNGO をカウンターパートとして活動することは可
能である（NGO-JICA ジャパン・デスク（ネパール）、2005：45）。SWC は問題が起こ
らない限り黙認している状態である。しかしその場合でも、LNGO 等が、SWC に対して
外国から資金援助を受けるための事前許可を得る（または小額の場合は事前通知をする）
ことが必要である。 
 
第 4 節 伝統的な社会組織 GUTHI 
  ネパールの村落レベルにおける相互互助組織として GUTHI が挙げられる。GUTHI
はネワール社会構造の中心部に位置する様々な儀礼執行機構を指す言葉である（石井、
1980：21）。ある特定の宗教的活動や社会文化的活動を毎年継続して行うために特定の動
不動産を基盤として運営するのである。その成員（GUTHIYAR）が毎年行われる特定の
活動を当番するというのが特徴としてあげられる。GUTHI は５世紀にも成長していたと
いう証拠xviiが発見しており、村人全員の参加による冠婚葬祭への相互扶助、収穫作業の
手伝い、灌漑施設整備・管理への協力などを行ってきた。時折の政変にもかかわらずネパ
ールの伝統を維持できた背景には GUTHI の存在が大きい（ Nepal GUTHI 
Samrakchhyan Pucha, 2008：10）。しかし 20 世紀後半になると、ネパール政府の土地
改革による GUTHI 名義の共同耕作地の解体、パンチャヤット体制成立による GUTHI 組
織機能の吸収、都市化の進展などに伴い、1960 年代中頃から急速に弱体化した。 
  GUTHI を神々の財産と考えるネパール社会において個人が設立した GUTHI であっ
てもその財産は神々のものとして扱われる（K.C. 、2004）xviii。GUTHI に神々のものと
いう精神的な要素があり、人々は GUTHI の財産を悪用するのを恐れるのである。
GUTHI は, 国王の命令または定めまたは他の手順によって確立される国王 GUTHI（RAJ 
GUTHI） と礼拝のような宗教的な目的のためにその創設者によって定められたとおり
GUTHI 資産の収益が使われる免除 GUTHI（CHHUT GUTHI）と一般市民によって確立
したもので、他の分類に入らない私的 GUTHI（NIJI GUTHI）に分類される。 
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第 1 項 GUTHI に関する法制度 
  RAJ GUTHI と NIJI GUTHI は、ネパールの文化と宗教において重要な役割を果た
し、現在に至っても積極的に社会文化的な活動をしており、ネパールの法律も社会もそれ
を認めている。GUTHI 関連法制度として民法が定めている章と GUTHI 組織法がある。 
 
１）Muluki Ain、GUTHI に関する章、1964 年（GUTHI ko Mahal、2020 BS） 
 これらの法律には、いかなる提供者によって確立された GUTHI も、それは現金また
はモノであれ目的の宗教的または慈善的活動を実施するための資金を生み出す資産であり、
提供者はその目的活動の継続のためにその資産に対する自己の権利を放棄し、GUTHI を
授けると規定してある。ネパールにおいて GUTHI の歴史は非常に古い。この法によって、
政府の土地であっても、病院や学校やその他の公益目的で行われる活動を目的に設立され
る GUTHI のために要請してもよいとしている。 
 
２）GUTHI 組織法、1976 年（GUTHI Sansthan Act、2033 BS） 
 GUTHI 組織法は、GUTHI 統括組織（GUTHI sansthan）に政府財政から別途に
GUTHI 資産を保管、保護、管理し、GUTHI は設立された目的活動をきちんと行ってい
るかをモニターする権利を託した。RAJ GUTHI と CHHUT GUTHI の保護管理の責任と
は別に、本組織は全ての NIJI GUTHI の情報を記録して、法律の規定の遵守をモニター
することを要求する。 
 
第３章 非営利セクターの登録の流れ 
 
ここで千葉県における登録の流れとネパールにおけるラリトプール郡における
LNGO の登録、SWC における ICNGO の登録と GUTHI 管理局における GUTHI の登録
の流れを追及する。 
 
（１）千葉県における NPO 法人登録 
  千葉県内のみに事務所を設置する団体は、活動場所が千葉県外や海外であっても、千
葉県知事に設立認証申請を行うことになる。２つ以上の都道府県に事務所を設置する団体
については、内閣総理大臣が所轄庁となる。図 2 は千葉県における NPO 法人の認証まで
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の流れを説明する。 
図 1：申請から法人成立までのフロー 
  この流れでもわかるように NPO 法人の
認証のためには 3 か月前後の機関が必要とな
る。認証の交付を受けた日から２週間以内に、
主たる事務所の所在地において、NPO 法人
の設立の登記をする必要があるxix。NPO 法
人として成立するためには、登記が必要であ
り、認証を受けただけでは、法人として成立
しない。NPO 法人の認証過程では申請のあ
った定款、役員名簿、設立趣旨書、事業計画書と収支予算書を一般が閲覧できるように公
開される。 
 
（２）ネパール国ラリトプール郡、郡行政局における LNGO 登録 
図 2：郡行政局への登録の流れ（図１をもとに筆者作成） 
  ラリトプール郡で LNGO 登録をした N
団体の方に登録当時の記憶を以下のように語
った。「所定の申請書類をもっていけば受理
してくれるが、そして認証が手元に入れるま
で毎日そのフォローアップをしなければなら
ない。DAO のスタッフにもよるが、記入の
サンプルがあっても誤字脱字のため受理を拒
否してなるべく遅らせるのである。申請する
すべての書類に設立役員のみんなが自署しな
ければならない。何か書類に誤りがあったら戻ってくるしかなく、手続きは遅れてしまう。
皆なで DAO にいってその場で自署できたらいいが、なかなかそうもいかないので LNGO
登録するのに非常に苦労した。」このことから行政のスタッフ次第でものごとが動くこと
が解る。そしてルール上役員の前科調査を行われるのでそれだけでもかなりの時間がかか
る。また、役員の本人確認のために住居のあるところへ郡行政からスタッフが派遣され回
りの５、６人から証明自署をもらうわけである。 
（出典：千葉県 NGO 情報ネットワーク HP より）
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（３）SWC における LNGO 登録 
図 3：SWC への LNGO 登録のフロー（図１をもとに筆者作成） 
  N 団体の方に SWC での登録につい
て尋ねたところ、「DAO から組織登録証
明書が上がるとそのコピーをもって
SWC に登録するのである。一緒に定款
と所定の申請用紙だけ提出するわけでこ
こではあまり面倒ではなかった。それで
も結構振り回されるので１日をそこで過
ごす覚悟で行かないとがっかりする。SWC の事務所はカトマンドゥにあるのでもし間違
えたらどうしようと心配していたが、うまくいってよかった。」と話してくれた。識字率
の低い国であるだけに書き方などに関して役所のスタッフが権限を持ち、振り回される傾
向がある。 
 
（４）SWC における INGO 登録 
  INGO の場合はやはり時間が要する。T 団体の方は INGO 登録の経緯を語った。「一
般協定書の締結は、申請書提出後３か月以内に決定し締結することが社会福祉法で規定さ
れているようだが、実際には、新規締結の場合は半年以上かかった。毎年更新手続はして 
 
図 4：書類の流れ（図１をもとに筆者作成） 
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いるが、それも３－５ヶ月程度はかかっている。いずれにしても１週間に１度程度のフォ
ローアップをしないといけない。しつこくフォローアップしないと資料は上司のところに
移動しないからね。」 
 一般協定書の申請を受け付けてから SWC は社会福祉省、国家計画評議会、財務省、
地域開発省、内務省からの承認をもらわなければならない。承認されたらまた事業合意書
を交わすために申請してから同じ手続きになる。一般的な書類の流れで、事業合意書の場
合は、教育事業実施の場合は教育省、保健事業実施の場合は保健省など、事業の関連省庁
が上記に追加されることがある。 
 
（５）ネパール国 GUTHI Sansthan における GUTHI の登録 
  NIJI GUTHI は、独自の手順でつくってもよいとされている。NIJI GUTHI の設立
に関する特別な法令はないが、現実には Muluki Ain 2020 BS（1963 年）の登録の章第 3
条の下に定められた不動産登録事務所（Malpot Karlaya）に登録したうえで設立し、活動
をしている。GUTHI 組織法、1976 年の下に既存の RAJ GUTHI や CHHUT GUTHI が
GUTHI 統括局によって管理監督している。NIJI GUTHI を登録するには GUTHIYAR の
名簿や当該 GUTHI の活動目的が記されている証拠文書のコピー、資産の一覧の提出が必
要である。 
 
第 4 章 ネパールと日本の非営利セクター 
 
  ネパールにおいて特に NPO の場合は親族のメンバーが多く関わっている場合がある
xx。日本ではほとんど親族以外の人役員になるので問題について議論できる余地が残って
いる。日本とネパールの共通の点としてあげられるのは、会長は生涯といっていいほど席
を譲らないために組織の運営パターンがずっと同じ方向で進むということがあるxxi。 
  日本とネパールの NPO の大きな違いは運営資金源にある。ネパールは日本に比べて
物価が安いが、現地の一人当たりの収入から考えると相当高いのである。それが家庭の出
費に響き普通の中間層の人々で寄付や組織の会費を納める余裕はない。もし寄付したとし
ても金額的に少なく、それが組織の運営にまで当てる事はできない。ネパールでは政府や
民間の助成団体そのものは非常に少ないので助成金を期待する団体はほとんどない。むし
ろ海外援助を期待してドナー確保に一生懸命に努力をする。日本の場合は全く逆で、少な
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くとも組織を作った人たちは会費を払う余裕のある人々だと言える。そして、日本では国
および民間の助成金や補助金や委託金の出口がたくさんある。援助してもらう立場におか
れていないため海外の外部要因によって組織の運営自体には影響はない。むしろ、海外援
助を中止する選択肢もあり、それはネパール等発展途上国の組織運営をマヒさせる影響力
を持つ。 
 
第 1 節 ネパールと日本の NPO 関連法制度の違い 
  日本の NPO 法はまさに NPO 活動を行う団体のほぼすべてを包括し、ボランティア
活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動の発展と促進することに大きく貢献し
ている。それに対してネパールにおいては NPO を包括する関連法制度はない。組織登録
法の下に NPO だけでなくネパール国内に活動する営利・非営利目的のすべての組織が登
録することが義務付けられている。また、社会福祉法は特に社会福祉活動を奨励するもの
であり、その他の NPO 活動を軽視している。 
  日本で NPO 法人の登録に当たって一般からの裁量を図るべく 3 ヶ月間申請のあった
団体の情報を縦覧するのであり、また認証後登記しなければならないからいつでもその団
体の情報が得られるのである。しかし、ネパールでは団体の情報を公開しないので日本に
比べて信憑性が低いのである。筆者は調査中にある LNGO から団体のパンフレットさえ
も渡されなかった経験をしている。 
  また、日本で NPO を登録するにあたって、多くの書類が必要とし、認証までは数か
月の審査期間が必要である。ネパールでは 1 週間前後で登録でき、書類も少ないので比較
的に簡単だといえるxxii。 
  ネパールでの INGO の登録にあたっての金額による判断基準は極めて非合理的であ
る。10 万米ドルはネパールでも相当大金で、大きなプロジェクトが可能になる。10 万米
ドルの運営資金がないと登録しないでカウンターパート LNGO を通じて活動することに
なる。従って、意味は政府からの監視は薄くなるのでお金のやり取りは悪い方向に進みや
すい。 
  ノン・ツーリストビザの件は、許可されなくともツーリストビザで 5 ヶ月ネパールに
いられるので長期休暇を取れない日本人にとって大した問題ではない。むしろ好都合の条
件だといえる。また、日本の NPO で主に活動しているのは箱物援助であるxxiii。皮肉的
にもネパールは日本の NPO にとって絶好の活動対象地域であるといえる。 
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  ネパールの NPO 関連の法制度は文面上明記されているにもかかわれず実際には厳守
されていない。日本は法律上厳しく取り締まられるが、NPO 法人や INGO の海外での活
動を評価する機関はないので、ネパール対象に活動する NPO は年々増加していると考え
られる。 
  GUTHI に関して不動産を登録する MALPOT AIN の下に登録するわけだが、現在は
GUTHI の中でも預金の金利で運用する動きがあるなかでこの登録方法は意味を失ってい
る。NPO の観点から管理する法制度が存在しないために伝統的な観点から新しい組織を
登録することは難しくなっているので GUTHI 関連の新しい法制度が必要になっている。
GUTHI の得意の教育と文化の分野は、NPO 法の中でも重要な活動であり、ネパールの
文脈から考えると新しい LNGO よりも経験のある GUTHI に委託するのは賢い選択にな
るといえる。 
 
結論と課題 
   
ネパールでは伝統的に GUTHI などの社会発展のために貢献する組織が成長していた
が、政治的な理由によりその活動は制御されてきた。1990 年の民主化後改定されたネパ
ール国憲法によって組織や組合を設立するのは国民の基本的な権利として認められた。そ
の後ネパールで活動するLNGOとともに INGOの数は急増した。伝統的に、NPOの活動
は社会福祉サービスが中心だったが、現在は多様性に富んでいる。また、初期の NPO は
その組織を自分たちの力で体系化して持続的に活動し、政府にあまり頼らないで必要とし
ている人やコミュニティに直接社会福祉サービスを提供することを目指した（Chand, 
1999：21）。しかし、現在は海外の INGO に頼る方向に進んでいる。 
  日本とネパールは距離的に非常に遠く、そしてネパールのおかれている地理的な状況
によって経済的関係あるいは資源の取り合いという関係はむしろない。しかし、日本とネ
パールのNPOの関係は56年に日本登山隊によるマナスル山登山からはじまる。日本人の
中で山登りが好きな人が多く、山登りの過程で出会った人々によって NPO 活動が始まっ
た歴史があるxxiv。そして、山登りの最中に事故に遭い、自分が幸い残されたもののネパ
ール人の手伝いさんが命を失ったことで、ネパールの人々に恩返しの気持ちで始まった団
体もある。このように日本の NPO によるネパールでの NPO 活動は人情的な面で始まっ
たといえる。しかしその活動は結局のところ組織の運営面の原因で決裂し、手を引いた日
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本の団体もたくさんある。 
  善意で行っている活動は中止に追い込まれるほど失敗をするのは誰も好んでやること
ではない。そこに本稿で取り上げてきた両国の法制度の欠点があることが指摘しなければ
ならない。つまり、ネパール政府側から厳しくされないのでカウンターパート LNGO は
積極的に動かないし、INGO も法的根拠がないためにそれが仕方なく受け入れるしかでき
ない。日本側は報告書を重視する側面が強く、実際の目的活動の質的な側面を評価する第
三者機関がないため現状の報告上の成果で満足している。 
  上述のことから INGO や LNGO に関する法的な枠組みも作らなければならない。
LNGO の従属的な精神を変えるためにネパール国内に LNGO の自己資金調達可能な環境
を作らなければならない。ネパール政府は、NPO のためにその国レベル、地域レベル、
ローカルな計画においてその目的を明白にすること、当該地域のニーズを優先すること、
現地のニーズに応じて活動内容を定めて促進することが必要である。NPO は政府または
その組織自体よりもその組織が所在する社会に対して責任感をもつべきである。GUTHI
に関しても説明責任や透明性をしっかり示せる特定の法的なアイデンティティと枠組みを
つくり、GUTHI の信憑性を高める必要がある。一方で、日本側として、海外に活動する
NPO の報告書よりもその質的な側面を監督して評価する部局の創設が求められる。 
  ところで、法律上の問題とは別に、日本とネパールにおける組織文化は必ずしも同じ
ものではない。その組織文化および組織内外のステークホルダーとの人間関係も NPO 活
動に大きく影響してくると思う。今後は日本とネパールの組織文化、そして組織を取り巻
くステークホルダーとの人間関係についての研究もさらに進める必要がある。 
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脚注 
i 1970 年には、ある国会議員の呼びかけで、世界の人権擁護を目的としたアムネスティ・インターナショナル日本支
部が設立された。72 年には、独立後のバングラデシュでのボランティア活動に参加した若者たちが、帰国後、同国の
貧しい子供たちや農民を支援しようと「ヘルプ・バングラデシュ・コミュニティ」（現在、「シャプラニール：海外協
力市民の会」に改称）を設立した。73 年には、知識人が中心となって、研究・調査・出版活動を通じて民衆の力をつ
けて、民衆同士の国際的な“連帯”を図ろうとして「アジア太平洋資料センター」を設立した。この団体は、80 年代
になって活発になってくる提言活動型 NGO の草分け的存在ともいえる。また、女性分野でも、77 年には女性たちの手
によって「アジアの女性たちの会」が生まれ、その後のアジアの女性問題について啓発する草分け的団体となった。 
ii 現在は農村開発、保健医療、教育、環境保護、人権擁護などいろいろな分野で活動を展開している。 
iii 82 年には、NGO 関係者と学校教師の参加で「開発教育協議会」が、そして 83 年には音楽教師の呼びかけによって
「開発教育を考える会」（83 年）が生まれた。 
iv たとえば、サービス産業に従事し暴力を受けたり、賃金が支払われなかったりした外国人女性の緊急保護・支援を
目的とした「女性の家 HELP」（86 年）、外国人労働者の労働災害や賃金未払い等の問題等で支援活動を行う「カラバオ
の会：寿・外国人出稼ぎ労働者と連帯する会」（87 年）や「あるすの会：滞日アジア労働者と共に生きる会」（87 年）、
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そして外国人労働者のための相談事業を目的とした「エイシアン・ピープルズ・フレンドシップ・ソサエティ」（87 年）
等が、キリスト教系の人たちや弁護士そして在日外国人地震の手によって相次いで設立された。 
v 1987 年には、「関西国際協力協議会」（現時「関西 NGO 協議会」に改称）、「南北ネットワーク岡山」、「NGO 活動推進
センター」、そして「名古屋第三世界 NGO センター」（88 年）、等が誕生した。その中でも、NGO 活動推進センターは、
全国レベルでの NGO 間のネットワーク化の促進を目的とした。 
vi フィリピンの腐敗したマルコス政権への日本政府の開発援助のあり方を追求していこうとして生まれた「問い直そ
う援助を！市民リーグ」（86 年現在は解散）、「ODA 調査研究会」（87 年）、「進出企業問題を考える会」（87 年）、世界的
なネットワークを持ち環境保護運動を行う「グリーンピース・ジャパン」（88 年）などがある。 
vii ひとつのタイプは、特定の活動対象国や海外の地域を基準として作られたネットワーク NGO である。例えば、「ネ
パール NGO 連絡会」（93 年）、「カンボジア市民フォーラム』（93 年）、「アフリカ日本協会』（94 年）等が誕生した。も
うひとつのタイプは、活動テーマを中心にしたネットワーク組織である。例えば、「先住民族の十年市民連絡会』（92
年）、『障害分野 NGO 連絡会』（94 年）、そして環境をテーマとした『市民フォーラム 2001』（93 年）などである。1994
年 12 月までに、こうしたネットワーク NGO が重団体発足した。 
viii ネパール活動団体ディレクトリーには 86 団体の情報が掲載されており、300 団体の情報を収集したと述べている
（日本ネパール国交樹立 50 周年記念協力会、2006：凡例）。 
ix Shree Chandra Kamdhenu Charkha Pracharak Mahaguthi の設立。この行動には、社会的な意識改革を生み出す大き
な影響力を持った。 
x ネパールのマヘンドラ国王は 1960 年内閣と国会を停止し、1962 年 12 月、憲法で独自の「パンチャヤット制」を導
入し、複雑な間接民主制により、自らに政治権力を集中した。 
xi ①保健、医療又は福祉の増進を図る活動；②社会教育の推進を図る活動；③まちづくりの推進を図る活動；④学術、
文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動；⑤環境の保全を図る活動；⑥災害救援活動；⑦地域安全活動；⑧人権の
擁護又は平和の推進を図る活動；⑨国際協力の活動；⑩男女共同参加社会の形成の促進を図る活動；⑪子供の健全育
成を図る活動；⑫情報化社会の発展を図る活動；⑬科学技術の振興を図る活動；⑭経済活動の活性化を図る活動；⑮
職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動；⑯消費者の保護を図る活動；⑰前各号に掲げる活動を行う団体
の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 
xii  Muluki Ain, Jahara Khetala ko Mahal (農業従属者関連の章)には共同の宗教的活動において住民が参加するこ
とが義務づけられており、また、孤児や自ら生活を営むことのできない人々は定められた管理局（法廷または警察署）
に届けなければならなく、面倒を見る人を提供しなければならないとされており、そのとき発生する経費は GUTHI か
ら出費するものとしている。 
xiii 同上。Guthi Ko Mahal（GUTHI に関する章） 
xiv「許可」というのは、具体的には一般協定書（General Agreement）と事業合意書（Project Agreement）の締結の
ことである。 
xv ノンツーリストビザの取得により、NGO の支援活動を年間通じて合法的に行うことが認められるのに対してツーリ
ストビザだと滞在可能は年間 5ヶ月までで、法律上は観光目的以外の行為を行なってはいけないことになっている。 
xvi 「合法的に活動している LNGO」とは、①DAO（郡行政事務所）に NGO 登録し、毎年それを更新している；②SWC か
ら「NGO 認可」を得ている；③SWC から「外国からの資金受領許可」を得ている；④その他ネパール政府の法規を遵守
し活動を行っている団体のこと。 
xvii GUTHI という言葉は B.S.521（西暦 464）年のマナデブ王のチャングナラヤン寺院の石碑にはじめて記述されて
いるのが分かっている。それ以外にリッチャビ王朝時代に今まで 200 以上の資料が見つけた中で約 50 資料に何らかの
かたちで GUTHI について記述されている（Tandan, 1996）。 
xviii BS 1954（1897 年）の民法に「GUTHI を置くというのは自己の所有権を放棄し神々への信仰を意味し、所有権放
棄のために証明書に記述しておいた通り相続権のある家族員がその土地を利用することができる、しかし担保代わり
に利用することはできない。残りのもの（税として納めて残った収穫物）は担保代わりに利用してもよい。他の
GUTHIYAR はそれもできない。」と明記されてある。 
xix さらに、設立の登記をした後、２週間以内に、従たる事務所の所在地においても登記が必要である。 
xx  それが、登録する上で何回も自署を求めなければならないし、また形式上の年に何回か会議を行うことは義務付
けられいつでもやれるというメリットをもっている。 
xxi 会長たる人は献身的であれば周りのステークホルダーにも好まれて、組織自体の地位も確保される場合もあるが、
皮肉的にいうとネパールでは資金援助を受ける側なので年々の経験は決算の際にうまく処理する能力を育てていくの
である。日本はむしろ資金を提供する側なので年々の経験はお金のやり取りがさらに厳しくさせることになる。 
xxii しかし、そこで名目上は一週間といっているのになかなか進まず 1 か月以上かかる場合もある。それを迅速に手
続きするために手数料を払う人が多くなり、それが日常化しているからだと考えられる。そういう面で日本は道徳上
の意味でいい環境が整っているといえる。 
xxiii そのものが質的にどうであれ、実物があって寄付者あるいは会員の人々にそれを目で見てもらって、写真で報
告できたら大きな業績とされるのである。 
xxiv 例えば、山を登るルートにある村々の子供たちがおかれている状況に感動し、帰国した人が団体を結成し、そ
れがネパールでの国際協力活動に結びついたケースは少なくない。 
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